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1  ERINA REPORT Vol.66では、モデル団地に入居している15の企業すべてが操業をしているとお伝えしましたが、これは誤りでした。お詫び申
し上げるとともに、訂正させていただきます。

開城工業団地第１段階本団地（５万坪）入居企業の概要

会社名 代表 主要生産製品 投資計画
（億韓国ウォン） 事業承認日

コットンクラブ キムボソン 下着類 026 2005/11/08
ピョンアン オヒテク 寝具類 050 2005/11/08
ソンファ物産 キムチョルヨン 靴下、タイツ 062 2005/11/25

チョウンサラムドゥル（よいひとたち） チュビョンジン 下着類 041 2005/11/25
チングライダー ソンジンソク パラグライダー 028 2005/11/25
エムアンドエス パクチャンムン オートバイ服、手袋 047 2005/12/01
平和流通 コムンジュン 履物 020 2005/12/01
第一商品 チンギョンジュン 下着類 050 2005/12/01
ユギル繊維 パクユック 下着類 018 2005/12/01
アートラン キムチョルヨン 携帯電話アクセサリー 060 2005/12/14
マンソン ソンヒョンサン ジャンパー、ジャケット、ズボン等 028 2005/12/14

韓国マイクロフィルター キムキチョン 化学繊維製品 015 2005/12/14
ファインレナウン ヤンボクス 紳士服 025 2005/12/14
韓国産業団地公団 キムチルドゥ アパート型団地建設 211 2005/12/20

（出所）韓国統一部『開城工団事業推進現況』2006.1、7ページの表

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

アメリカの金融制裁が北朝鮮に与える影響
　アメリカの金融制裁に対して、北朝鮮はそれをアメリカ
の対北朝鮮敵視政策の象徴であるととらえている。北朝鮮
外務省のスポークスマンは2006年２月９日朝鮮中央通信社
の質問に答えて、「長い期間、米国の制裁のなかで生きて
いるわれわれが今回の金融制裁解除をかくも重要視するの
は、それがまさに米国の政策変化の意志を確認できるよう
にする表れだからだ。」と語っている。また、２月28日に
は「米国は、朝鮮が国際的に公認されている金融通貨手段
である米ドルによる銀行送金とクレジットカードの決済な
ど正常な金融取引ができないよう遮断し、わが方の口座に
出金及び入金される資金に途中で差し押さえをしている。
このような状況でわが方はやむなく現金取引をせざるをえ
なくなった。」「にもかかわらず、米国はこれを口実に正常
な貿易取引を通じて受け取った現金を入金させることに対
して不法に稼いだ金を「洗浄」すると言っており、現金取
引の過程にまぎれこむ「偽造ドル」に対しては、朝鮮が製
造して流布させたものであると途方もない言いがかりをつ
けている。」としている。
　アメリカによる金融制裁のために、北朝鮮の貿易商社が
代金の銀行決済を行うことが難しくなっているのは事実で
ある。その影響は活発な中朝貿易にも及んでおり、北朝鮮
の対外支払面での信用が相当下落しているようだ。

南北経済協力の動向
⑴　開城工業地区（開城工団）の現状
　開城工業地帯は第1段階100万坪（3.285km²）のうち、ま
ず28,000坪について、15の企業を入居させるパイロットプ
ラン（モデル団地）を実施中である。15の企業のうち、現
在11の企業が操業を開始している¹。第１段階の建設費用
は2,205億ウォン（約250億円）、そのうちインフラ施設1,095
億ウォン（半分弱）となっている。資金の拠出、設計、分
譲は韓国土地公社（韓国の国営工業団地デベロッパー）が

行い、施工は現代峨山が行っている。敷地造成作業は2006
年１月10日現在69％が完了し、2006年末に完工予定である。
また、インフラ設備のうち、廃水処理場、用水施設（上水
道）、廃棄物処理場は2005年に着工し、2006年末に完工予
定である。
　モデル団地に続いて、第１段階の５万坪に対する分譲が
行われつつある。2005年９月には一般工業用地17件、コン
ソーシアムで６社が加入する協同化事業団地２件、アパー
ト型工業団地1件の企業、機関の選定が行われた。現在、
14の企業、機関が統一部（省に相当）の事業承認を受けて
いる。今後、第１段階100万坪の分譲に向けて、韓国から
の10万キロワットの高圧送電線建設（現在は1.5万キロワッ
トを配電）や移動通信、インターネット用の設備（韓国と
今後接続予定。電話は200回線ほどが現在供用中）、浄水場、
汚水処理場、廃棄物処理施設（工業地区外に1.5万坪を北
朝鮮側が提供）などの建設が進んでいく。

⑵　金剛山観光の現状
　2003年９月より陸路観光が定例化し、『毎日経済新聞』
2005年12月27日付けの記事によると、1998年の開始以来7
年ぶりにして金剛山観光事業が黒字となった。また、2005
年の観光客数は、2005年末の推計で30万名を超えるものと
推計されている。今後、リピーターの確保など課題は多い
が、金剛山観光が商業ベースにのったことは、大きな進歩
であるということができよう。

⑶　鉄道・道路連結事業の現状
　鉄道連結はすでに本線の敷設は完成しているが、北側の
駅舎など付帯設備の建設がまだ行われている。2006年３月
３日に板門店の北側管理区域で行われた第３回南北将官級
会談が開かれ、ここで南北の鉄道運行に関する南北軍当局
間の合意が期待されていたが、北側が黄海での北方限界線
（NLL）の再設定などを主張して会談が決裂した。

（ERINA調査研究部研究員　三村光弘）


